○胎内市排水設備設置資金融資規程
平成17年９月１日
告示第112号
（目的）
第１条　この告示は、胎内市公共下水道処理区域及び胎内市農業集落排水処理区域（以下「対象区域」という。）において、公共下水道又は農業集落排水施設へ接続するために行う排水設備の工事（雨水に係るものを除く。以下「改造工事」という。）を行う者に対し、当該工事に必要な資金（以下「資金」という。）の融資をあっせんすることにより、公共下水道及び農業集落排水施設の普及促進を図ることを目的とする。
（資金の預託等）
第２条　市長は、前条の目的を達成するため、融資に必要な資金として、予算に定める範囲内の金額を、市長が指定する市内金融機関（以下「取扱金融機関」という。）に預託しその適正な運用を期するため、これに関する覚書（別記）を交換するものとする。
（融資業務）
第３条　この資金の融資業務は、取扱金融機関が前条の預託金に自己資金を加えて、これを行うものとする。
（融資対象者）
第４条　資金の融資を受けることができる者は、対象区域内で改造工事を行う者で、次に掲げる要件を備えたものでなければならない。
(1)　改造工事に係る建築物の所有者又は当該所有者の同意を得た使用者であること。
(2)　市税及び下水道受益者負担金（分担金）及び農業集落排水事業受益者分担金を滞納していないこと。
(3)　資金の償還及び利息の支払能力を有すること。
（融資の条件）
第５条　融資の条件は、次に掲げるとおりとする。
(1)　融資の額は、改造工事に要した費用の範囲内において、工事１件について120万円を限度とする。ただし、その工事が特別の場合は市長が認めた額とすることができる。
(2)　融資利率は、毎年市長と取扱金融機関が協議して定める率
(3)　償還期間は、７年以内とし、融資を受けた日の属する月の翌月から元利均等月賦償還とする。ただし、繰上償還をすることができる。
(4)　保証人及び担保は、取扱金融機関の定めるところによる。
（融資対象者証の交付等）
第６条　資金の融資を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、胎内市下水道条例（平成17年条例第255号。以下「下水道条例」という。）第５条又は胎内市農業集落排水処理施設条例（平成17年条例第197号。以下「農業集落排水条例」という。）第６条に規定する排水設備計画確認申請書（以下「申請書」という。）に借入予定額及び借入予定金融機関名を記入し、市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の申請書を受理したときは、これを審査し、申請者が第４条第１号及び第２号に該当し、かつ、予定工事費及び借入予定額が適正であると認めたときは、排水設備設置資金融資対象者証（様式第１号。以下「融資対象者証」という。）を申請者に交付するものとする。
（融資の申込み）
第７条　申請者は、資金の融資の申込みをしようとするときは、排水設備設置資金借入申込書（様式第２号。以下「申込書」という。）により、希望する取扱金融機関に申し込むものとする。
２　前項の申込書には、融資対象者証その他取扱金融機関が指定する書類を添付しなければならない。
（融資の決定等）
第８条　取扱金融機関は、前条第１項の規定による申込書を受理したときは、その内容を審査し、融資の可否を決定したときは、排水設備設置資金融資決定（不承認）通知書（様式第３号）により、申請者及び市長に通知するものとする。
（工事完了届の写しの交付等）
第９条　前条の規定により融資の決定を受けた者（以下「融資決定者」という。）が行った改造工事が、下水道条例第６条又は農業集落排水条例第８条の規定による検査に合格したときは、その旨を記載した排水設備工事完了届（胎内市下水道条例施行規則（平成17年規則第170号）（様式第５号）又は胎内市農業集落排水処理施設条例施行規則（平成17年規則第128号）（様式第７号））の写しを融資決定者に交付するものとする。
２　融資決定者は、前項の規定により交付を受けた完了届の写しを取扱金融機関に提出しなければならない。
３　取扱金融機関は、前項の規定による完了届の写しの提出があったときは、速やかに融資金を融資決定者に融資するものとする。
（融資対象者証の取消し）
第10条　市長は、融資対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、融資対象者証の取消しを行うことができる。
(1)　この告示に定める目的以外に融資金を使用したとき。
(2)　この告示による融資金の償還を怠ったとき。
(3)　その他不正行為があったとき。
２　市長は、前項の規定により融資対象者証の取消しを行ったときは、速やかに取扱金融機関にその旨を通知する。
３　取扱金融機関は、前項の通知を受けたときは、貸付契約の解除その他必要な措置を講ずるものとする。
（融資状況報告）
第11条　取扱金融機関は、毎月の融資状況を排水設備設置資金融資実行通知書（様式第４号）により翌月５日までに市長に報告しなければならない。
（資金の管理）
第12条　償還及び融資のための資金の管理の責任は、すべて取扱金融機関が負うものとする。
（その他）
第13条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成17年９月１日から施行する。
（経過措置）
２　この告示の施行の日の前日までに、合併前の中条町排水設備設置資金融資規程（平成４年中条町規程第４号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。
[image: image1.png]G G2
£ L
BT () 205, ) S RBGRIBKGLT (2] £15, )i, Kkt
R R R2ROREI IS E R RBOMHI TR 3D HLED
w5,
1R, AR LU CHTEREOY DU T 5 R LSR5,
2 BUEDIELE, Lo DU SR (KRBT CITEIC T I (B ) )
OMTERTISESEHEEL, MIEREINNAETES S, R, FRSDOAN
WA BHUEI U TIE, IS0 [EICRIZ 1 5 RS T80
sy 2K E | RGO 01 SOV D) HUEY 5.
BUERINE SR 5.
3 1020 5 Y BUESAEFERAHUCHING T & /o1 & & 1, LR HO3IHH
LIRS 5 0L 5,
4k, WIS UREESS R H OB A B BED [BPEIDRSLIG 1) 2 1k L)
FazE,
5 ik, WORMERONHIN TS HL OB ERTE b THT 5 b0 LTS
6 CIATOOMI ST, BEKOZ ORBENTTSE L b I LR
BRI ST L RIERO WXL —~HBO8| LT ERDHATLRGLD O LTS,

® o on

i

=]

< BRI @




[image: image2.png]BRI GBI

DAL IR B 14 450

MGHIELET T El

[

® %

L] L]

[T

EROFLE, BT R oM 65 = & AT 5, b, T
DB kD MEEE R TH > AT AN, WIS RIE LA 080 MBI
HHF B L LRI ET B,

® A n

Harilife





[image: image3.png]HRAI2 5 GRTEBIR)

PRI A DA

et
i

NIRRT R 5 ) ARNOT, KO EBY 0 LAKET,

o il
EYLIED @ xwEan w9
flw = s s
LRy ®

TR B

AR RE | s 2Ll
ARRH L A

" B | Kl s
EALED @ %A
Ma = i i

L] =

RN ® A n

3 D 0 ¥ A AW k2

il B E B "

e T O A n

BRI R A4 n ]

GEE)  SFIMRA LT RS0,




[image: image4.png]RIS GRSBIR)

PRI T CRRI) i

RGN @

A AEETHARO b R ORI ST
By KOEBYWELEOTHMLET,

| MRS T HioiELE L

W WEREEFE W #

@ WERECE & "

@ s M AETC HA)

W E F K TRETARIE

@ M #® %

© # % o %Ki i:wmm:awm,ut*mm:amLs';.sTm:rmi

2 WRARIBLTS T EIRELE LR,
CFREROT)





[image: image5.png]BRI G RBR)

AR I BV

[ESSEL TN

et
[E22

@

BRI G OBFTI DU T, KO &350 ST LEO TN LE

¥.

SKEGHC A

5 SR | TR | FeTTJEr T I |
& ]| Sl bbb Y Y il A 1 i
RIRRC_&__1B
v x| &« wmam | & B
SHRERED A
TaE<D
= i =
o
# B
T K X W
G5

B oMM, RUERH RO E 75 b0 TTOT, IR ZHTFLC A

ES





別記（第２条関係）
様式第１号（第６条関係）
様式第２号（第７条関係）
様式第３号（第８条関係）
様式第４号（第11条関係）
